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 新規サービス開始に関するお知らせ  

 

当社は、東日本電信電話株式会社と協業契約を締結し、新たな「医療機関向けＩＣＴサービス」

を開始することといたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

 

記 

 

１．サービス開始の趣旨 

スマートフォンやタブレット等のモバイル端末の普及に伴い、モバイル端末やＩoＴを効果的に

利用し、業務の効率化や患者様へのサービス向上を図りたいという医療機関のお客さまのニー

ズが高まっています。 

しかし、医療機関によっては、ICT 担当者の不足や導入・運用の手間、トラブル対応など、安全

かつ安定した Wi-Fi 環境を導入し運用することに様々な課題を抱えていらっしゃるケースがあり

ます。 

 

こうした課題解決の一助として、東日本電信電話株式会社が保有するネットワークソリューション

を活用させていただき、お客さまが求める Wi-Fi 環境をレディメイドし、その導入から運用までを

一括してサポートする、簡単医療機関向けWi-Fiサービス「MediらくWi-Fi」、セキュアなクラウド

上で映像を管理し、導入の障壁が低く、トラブル防止に活用できる「Medi らくカメラ」を提供する

ことといたしました。 

 

本サービスは、クラウドから医療機関のお客さまの Wi-Fi やカメラ環境を統合管理する新しい

タイプのネットワークソリューションです。 

地域医療を支える医療機関に、安全かつ安定したWi-Fiやカメラ環境を簡単に利用できる手段

を提供することで、医療機関のお客さまのＩＴ化による経営改善を支援したいと考えています。 

 

 

２．新規サービスの概要 

（１）サービス名称 

「Medi らくWi-Fi」 および 「Medi らくカメラ」 

 



 

（２）新たなサービスの内容 

本サービスは、医療機関のお客さまが求める Wi-Fi 環境を Wi-Fi アクセスポイント装置と、そ

の導入から運用までのサポートを組み合わせて提供するサービス（「Medi らく Wi-Fi」）と、医療

機関の待合室の状況確認や駐車場など防犯やトラブル防止目的などのための運用サポート付

き高画質クラウドカメラのサービス（「Medi らくカメラ」）です。 

（３）サービスの特徴 

「Medi らくWi-Fi」 

➣安心の導入サポート。 

➣電源につないだ Wi-Fi アクセスポイント装置に LAN ケーブルを挿し、見通しのよい机や棚

の上に置くだけで、簡単に利用開始できる。 

➣無線経由での情報漏洩やウイルス感染リスクを軽減するセキュリティWi-Fi機能完備（暗号

化方式更新を遠隔で実施）無線経由での情報漏洩やウイルス感染リスクを軽減するセキュ

リティWi-Fi機能完備。 

➣１台のWi-Fiアクセスポイント装置で、同時接続台数 50台（推奨）を接続可能なため、接続

数が多い待合室等でも安定した通信を提供可能。 

➣業務に関係のない通信の帯域を制限し、業務で利用する通信の帯域を確保することが可

能。 

➣Wi-Fi アクセスポイント電波圏内のスマートフォン等端末数をカウントし、Wi-Fi 利用者数だ

けでなく、来院者数や滞在時間などの情報を得ることも可能。 

➣Wi-Fi に接続した際に、あらかじめ指定された Web サイトをモバイル端末に表示可能なた

め、ご覧いただきたい情報を表示することが可能。 

➣電波の ON/OFF の週間スケジュールを設定可能なため、消灯時間に合わせて、Wi-Fi

を停波するなどの使い方が可能。 

➣充実したサポートメニューで、365 日（９－21 時）プロが遠隔で運用管理するので安心して

利用可能である。 など 

「Medi らくカメラ」 

➣高品質画像（ハイビジョン画質 1280×720 ピクセル・最大 30フレーム／秒）の画像を提供。 

➣お客様が特別な設定をしなくても通信区間および保存データは全て暗号化され、セキュア

に利用可能。 

➣画像はクラウドに保存される為、レコーダーが必要なくデータ消失リスクを軽減。 

➣ＰＣやスマートフォン・タブレットからも映像視聴やカメラ操作が可能。 

➣動態検知・音声検知による通知機能あり。 など 

 

３．日程サービス開始日 

2020年１月 24日（予定） 

 

４．今後の見通し 

当期（2020 年５月期）は、本格的な事業展開のための準備期間と位置づけており、本件にお

ける当期業績への影響については軽微であると考えております。 

 

 

以上 


